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第２決算審査特別委員会（第２日目） 1 

H28.9.8 (木)10：00～ 2 

第 一 委 員 会 室 3 

開  会 ９：５８ 4 

委 員 長 ただいまより第２決算審査特別委員会を開会いたします。 5 

 委員動静報告 6 

委 員 長 ただいまの出席委員数は９名であります。 7 

         これより本日の会議を開きます。 8 

 認定第２号 平成27年度滝川市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ 9 

いて 10 

委 員 長 それでは、認定第２号 平成27年度滝川市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 11 

の認定について説明を求めます。 12 

舘 部 長 （認定第２号を説明する。） 13 

原田課長 （認定第２号を説明する。） 14 

委 員 長 それでは、説明が終わりました。 15 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 16 

安  樂     259ページ、１款４項１目、備考のところの収納率向上特別対策事業に要した経 17 

費887万8,202円とありますが、収納率向上特別対策というのは具体的にどのよ 18 

うな事業内容なのか確認をしたいと思います。 19 

         279ページ、８款１項１目、特定健康診査について、これは生活習慣病等の早期 20 

発見をして、医療費の抑制を狙いとして国を挙げて実施されているのですが、 21 

本市における対象者並びに受診率について伺います。また、受診率を向上させ 22 

るためにどのような分析をして対策を講じたか伺います。 23 

伊藤主査     収納率向上特別対策事業に要した経費について、具体的な事業内容についてお 24 

答え申し上げたいと思います。具体的な事業内容につきましては、主に国保税 25 

の徴収に係る嘱託徴収員等の人件費569万5,000円です。コンビニ収納等に係る 26 

手数料等75万8,000円、車両の借り上げ料57万6,000円が、この事業に要する主 27 

な経費となっております。 28 

須見主査     特定健康診査の対象者等の質疑についてですが、特定健康診査の対象者につき 29 

ましては、滝川市の国民健康保険に加入されている40歳から74歳の方が対象の 30 

方となっております。平成27年度の対象者数は7,114名、受診者数につきまして 31 

は2,231名、受診率は速報値で31.3パーセントとなっております。 32 

         受診率向上への対策等につきまして、平成27年度につきましては、特定健診に 33 

関する周知等を強化し、このほか、未受診者の方に対して意向調査やその検証、 34 

あわせて未受診者の方への電話やはがき等による受診勧奨等を行いました。 35 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 36 

清  水     資料でいただきました基金残高の推移ですが、平成19年度末7,000万円、切りの 37 

いい数字なので、このときに何かあったと思うのですが、そのときの状況につ 38 

いて伺います。また、それ以降基金がふえていくのですが、平成22年度末がマ 39 

ックスということでも、ふえていったときの状況、また一般会計の繰り入れ等 40 

がこのあたりであったと思うのですが、繰り入れはどの時点で幾らぐらい繰り 41 

入れられたか。19年度末あたり、また22年度末あたりの経過について伺います。 42 

         同じく今のご説明の中で、決算参考資料13ページで加入世帯数、被保険者数が、 43 

世帯数ではマイナス3.4パーセントなど非常に減っている。それによって、保険 44 
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税の収納が8.05パーセント、金額でいうと6,000万円以上、現年度分で、非常に 45 

大きな減少が単年度であり、なおかつ15ページでは、一般被保険者の場合で療 46 

養費が1.53パーセント、金額で約6,000万円ふえる。また、退職被保険者の場合、 47 

これは減少しているのです。その減少幅は5,000万円程度。そうすると、一般被 48 

保険者は、医療費はふえたけれども、退職被保険者が減っているので、医療費 49 

については1,000万円程度の増にとどまっているということかと思いますが、伺 50 

います。 51 

         それで、75歳に移行することで被保険者が減って、新たに働くようになって、 52 

あるいは社会保険等からの移行などでふえるということなのですが、一般被保 53 

険者が１年間に3.4パーセントも減少するというのは非常に特徴的なことなのだ 54 

と思うのですが、近年こういう形で、そういう状態が恒常化しているのか。 55 

         また、一般被保険者で１人当たりの費用がふえているのです。一般被保険者と 56 

いう方は、もちろん74歳までですが、どんどん若返っているとも言えないのか。 57 

若返っているとも言えないですね。ただ、何だかんだいいながら後期高齢者に 58 

なって減ると。新たに入る人は若い人が多いということで、若年齢化をしてい 59 

るというふうに思うのですが、ところが15ページで１人当たりの費用額は4.8 60 

パーセントふえているのです。医療費が若年齢化しているにもかかわらず１人 61 

当たりふえるということの要因について、どのように把握をされているか伺い 62 

ます。 63 

         歳入、238、239ページですが、調定額に対し収入済額の差は２億7,100万円余。 64 

うち不納欠損が3,200万円余り、収入未済額が約２億4,000万円。まず、国保税 65 

の不納欠損について、地方税法の根拠ごとに件数と金額を伺います。 66 

         次に、滞納した場合、約９パーセントの延滞税が課せられます。年間平均の滞 67 

納額を２億7,000万円と仮定すると、その額は単純に2,430万円。平成26年１月 68 

前は14.6パーセントでしたから、この金額はさらに上がると思うのですが、差 69 

し押さえ処分等により収納した延滞金の件数と金額について伺います。 70 

         次に、保険税滞納者への資格証明書と短期保険証の発行について。資料で提出 71 

をされましたが、保険税滞納者への短期保険証発行について伺います。まず、 72 

滞納催告、納付相談、納付約束の履行、差し押さえ実施などとの関係で、どの 73 

ような基準、タイミングで発行しているか。また、要綱などで共有されている 74 

かどうか。 75 

         次に、収入の多寡、世帯構成、状況、精神疾患や障害、子育て、要介護、高齢、 76 

低所得でバス代もないなどを考慮して発行を判断しているか。また、高校生以 77 

下の子供がいる世帯に対して資格証明書を発行していませんが、短期証明書は 78 

発行しているのか。 79 

         次に、３カ月に１回の更新に対し、更新のたびに納付相談のため窓口に来なけ 80 

れば短期証明書は受け取れません。来なければ窓口とめ置きとなりますが、と 81 

め置き期間は２カ月半から１カ月半に最近短縮されておりますが、問題は多い 82 

と思います。まず、１カ月半までとめ置いている割合を伺います。次に、とめ 83 

置きについて、どのような世帯を除くなど考慮しているか。とめ置きによる受 84 

診抑制は起きていないか伺います。 85 

         次に、資格証明書について。資格証明書発行による受診抑制は起きていないか 86 

伺います。 87 

         次に、後期高齢者医療制度の移行に伴う軽減措置ですが、75歳になり、被用者 88 
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保険から後期高齢者医療制度に移られた方の被扶養者だった方が国保に加入し 89 

た場合、加入時65歳以上の方についてのみ申請により軽減措置がありますが、 90 

該当者の概要について伺います。 91 

         次に、特例対象被保険者等非自発的失業者に対する軽減措置ですが、倒産解雇 92 

などによる離職や雇いどめなどにより離職された方で条件を満たす方が軽減さ 93 

れるわけですが、まず申請者数を伺います。次に、年齢に関係なく社会保険等 94 

から移行した人数は事務概要55ページで1,223人となっておりますが、非自発に 95 

含まれないけれども、契約社員からパート社員に降格すると言われて、収入が 96 

減るのでやめる場合は自発的な離職だと職安では定義されることなど、いろい 97 

ろな理由で結局自己退職になる実態も多いと考えますが、今、国が行っている 98 

軽減措置の離職理由記載欄はこういった実態を踏まえていないということで、 99 

多くの離職者の高い国民健康保険税を徴収する立場から、現在の離職理由記載 100 

欄は不十分ではないかと思いますが、市としてどのようにお考えになるか伺い 101 

ます。 102 

         次に、保険料の修正についてですが、確定申告すれば遡及して減額されますが、 103 

実績とＰＲについて伺います。 104 

         次に、減免制度ですが、国税法77条により減免した実績について伺います。 105 

         次に、医療費ですが、一部負担金で44条による減免の実績について伺います。 106 

         次に、調整交付金ですが、先ほどのご説明で、特別調整になるのか、どちらの 107 

交付金なのかちょっと聞き取れなかったのですが、経営姿勢の分が入っている 108 

とご説明がありました。その金額を伺います。 109 

         その他の調整交付金の増額、減額について、2013年度から３年間で伺います。 110 

         最後に、基金ですが、国保準備基金残高については資料が出されました。現在 111 

高が2014年度の１億4,800万円余から1,400万円余へと減少したということで、 112 

まずは、主な要因について、また今後の検討課題について伺います。 113 

委 員 長     清水委員、最初に資料に基づいて質疑された基金残高の推移のことは、ほかの 114 

質疑と集約して答弁ということでいいですか。それと、19年度と20年度のコメ 115 

ントを求めていますけれども、基本的には減少したことに対する分析について 116 

話を伺えばいいということでよろしいですか。それからあと、調整交付金の2013 117 

年度から３年間でというのも、いわゆる決算年度における分析ということでよ 118 

ろしいですか。 119 

清  水 よろしいです。 120 

山崎課長補佐   不納欠損の地方税ごとの件数と金額についてのご質疑にお答えします。地方税 121 

法第15条の７第１項第１号に規定する、滞納処分をすることができる財産がな 122 

いことにより滞納処分の執行停止を行った者は109件、金額にして1,471万6,283 123 

円。続きまして、同条第15条の７第１項第２号に規定する、滞納処分をするこ 124 

とによってその生活を窮迫させるおそれがあることにより滞納処分の執行停止 125 

を行った者が21件、金額が233万7,433円。同条第15条の７第１項第３号に規定 126 

する、その所在及び滞納処分をすることができる財産がともに不明であること 127 

により滞納処分の執行停止を行った者が３件、16万9,200円となっております。 128 

また、地方税法第18条に規定する、いわゆる５年時効により不納欠損となった 129 

者は164件、金額が1,483万9,381円でございます。 130 

         続きまして、差し押さえにより延滞金に充当した件数でございますが、31件、 131 

金額が132万1,314円でございます。 132 
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須見主査     保険税滞納者への短期証等の発行状況についてご説明いたします。 133 

         短期証明書の状況ですけれども、短期証の交付につきましては特別な事情もな 134 

く滞納されている方が対象となっていることから、個々の状況等を確認した上 135 

で、滝川市国民健康保険税滞納者措置実施要綱に基づき交付させていただいて 136 

います。また、この取り扱いにつきましては、保険医療課、税務課等と情報共 137 

有しております。 138 

         状況に合わせました発行状況なのですけれども、納付相談等におきまして収入 139 

の多寡、世帯の構成、状況等を常時把握、考慮した上で、この短期証というの 140 

を発行させていただいています。また、高校生以下のお子様につきましては、 141 

６カ月有効の短期証を有効期限内に必ず送付しております。 142 

         短期証交付の中でとめ置きとなっている状況なのですけれども、割合としまし 143 

ては４割程度いらっしゃいます。また、この方々に対する考慮なのですけれど 144 

も、今お話ししたとおり、納付相談等において把握等させていただいています 145 

し、電話等でいただければ郵送等も対応しておりますので、そのような状況に 146 

なっております。 147 

         あと、とめ置きによる受診抑制等は起きていないかという部分ですけれども、 148 

短期証交付の目的についてはこのような納付相談等の機会を確保するという部 149 

分もございますので、電話で相談等がありましたら即時に保険証のほうは発行 150 

させていただいていますので、そのようなものは考えられてはおりません。 151 

         また、資格証明書の部分につきましても、病院にかかりたいとの意思表示や緊 152 

急の状態であることを判断した場合は、その時点で納付ができない状況であっ 153 

ても、納付相談等により有効期限が１カ月の短期証を交付していることから、 154 

抑制等につながるとは考えておりません。 155 

大崎係長     世帯数3.4パーセント減というのが特徴的であるが、恒常化しているのかという 156 

質疑についてですが、平成26年から27年度までの増減率マイナス3.4パーセント 157 

ということで、25年時点で世帯数のほうが6,686件ありまして、26年度は6,499 158 

件で、3.4パーセントマイナスの前年度がマイナス2.9パーセントということに 159 

なっております。人口がだんだん減少しているということで、国保加入世帯数 160 

につきましても毎年減少しているということでございます。 161 

         医療費の関係ですが、１人当たり医療費がふえているということで、若年化し 162 

ているがということですが、国民健康保険の加入者の中に含まれます年代の世 163 

帯構成別の中で65歳以上の高齢者の割合が、26年度が47.9パーセントなのです 164 

けれども、27年度で49パーセントと、実質、65歳以上74歳までの高齢者の世帯 165 

というのが増加傾向でございます。高齢化ということもありますし、そのほか 166 

医療自体が高度化しておりまして、医療費のほうの増加ということを原因とし 167 

まして１人当たり医療費が増加しているため、実際に医療費がふえているとい 168 

うことでございます。 169 

         続きまして、後期高齢者医療の移行に伴う軽減措置の関係ですけれども、被用 170 

者保険の扶養に入っていた方、いわゆる旧被扶養者に対する保険料の減免措置 171 

についてですが、減免内容は、所得割は全額、均等割は７割、５割軽減に該当 172 

する場合を除いて半額、平等割につきましては、世帯内の国保加入者が全て旧 173 

被扶養者の場合は７割、５割軽減に該当する場合を除いて半額が減免となって 174 

おります。平成27年度末で該当者は29名いらっしゃいます。こちらの軽減措置 175 

につきましては、初回のみ申請が必要となりますが、対象となる方につきまし 176 
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ては、国保加入手続時に制度の説明及び減免申請書の記載をいただいていると 177 

ころです。こちらにつきましては、申請書の申告漏れにより減免措置が非該当 178 

となっているケースはございません。 179 

         続きまして、非自発的失業者等に対する軽減措置の関係です。まず、非自発的 180 

失業者の申請件数は、平成27年度につきましては78件となっております。 181 

         そして、非自発的失業者の軽減制度を受けることができる離職理由には含まれ 182 

ないが、やむを得ない理由によりまして離職をしたり所得が大きく減少してい 183 

る被保険者につきましては、保険税の減免制度を説明し、申請をいただいてお 184 

ります。今後につきましても、制度として活用できるものは活用するべく、面 185 

談時の聞き取りのレベルを高めていき、減免対象になるかどうかを常に気にか 186 

けながら、潜在的需要の掘り起こしに引き続き努めたいと思っております。 187 

         続いて、保険料の修正についてのことでございますけれども、確定申告で遡及 188 

してということでございますけれども、確定申告のほか、申告されていない未 189 

申告の方が行う簡易的な申告であるとか、修正申告などを含めた、いわゆる所 190 

得が更正されたことによります減額についてですが、その実績は136件、652万 191 

7,800円となっております。 192 

         こちらのＰＲのほうにつきましては、従前から未申告者に対しましては、窓口 193 

や電話での聞き取り、個別訪問や徴収担当課の協力を得ながら解消に努めてい 194 

るところでございますけれども、未申告者自体の数が減少していることから、 195 

ＰＲは進んでいるものと考えております。 196 

         続きまして、減免の関係でございますが、国民健康保険法第77条の保険料の減 197 

免でありますが、滝川市では保険税ということで賦課をしておりますため、同 198 

じく減免につきましては、地方税法第717条に基づき条例を定めているところで 199 

ございます。平成27年度の実績ですけれども、減免件数は50件、減免額としま 200 

しては138万8,200円となっております。 201 

         続きまして、一部負担金減免、国民健康保険法第44条の実績でございますけれ 202 

ども、一部負担金減免の実績につきましては、相談は２件ありましたが、申請 203 

に至った件数はゼロとなっております。 204 

         そして、調整交付金の関係ですけれども、経営姿勢分の獲得につきましては、 205 

平成27年度で4,700万円ございます。そして、経営姿勢分を除きましたその他の 206 

調整交付金につきましてですが、国の財政調整交付金は、平成25年度で３億1,082 207 

万円、平成26年度で３億2,915万円、平成27年度は３億9,591万4,000円で、年々 208 

増加しているところでございます。また、道の財政調整交付金につきましては、 209 

平成25年度で２億3,165万7,000円、平成26年度で２億3,351万6,000円、平成27 210 

年度は２億3,388万2,000円となっております。調整交付金の増額、減額等の要 211 

因としましては実にさまざまなものがあるのですが、最も影響のあるものは、 212 

医療費や高額療養費等の保険医療給付費などによるものでございます。 213 

岩本課長補佐   国保準備基金残高について、平成19年度までは、赤字解消計画などにより、法 214 

定外の一般会計からの繰り入れで解消しておりました。平成19年度の折に残金 215 

7,000万円を基金に積み立てをし、その後は法定外の繰り入れはしないという意 216 

向で、毎年、収支で残金が出ますと、その分をできるだけ基金のほうに積み上 217 

げて、毎年経過をしております。その後は、収支でマイナス、赤字になったと 218 

きにはその基金から毎年繰り入れをしておりまして、最終的に平成27年度で残 219 

金がこのように減額してきたという経過でございます。 220 
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         残高が減った主な要因につきましては、保険税の調定額、収入額の減と医療費 221 

の伸び、過去の交付金の精算などによるものです。調整交付金の経営姿勢の獲 222 

得で4,700万円というプラス要因はあったものの、税収入で約4,651万円の減、 223 

一般療養費で約4,585万円の増、国保支出金償還金で約4,595万円などのマイナ 224 

ス要因などにより１億3,600万円を取り崩したために、残金のほうは約1,400万 225 

円余りとなっております。 226 

         今後の検討課題につきましては、平成27年度においては被保険者が減少してい 227 

る中で医療費が大きく増加しており、平成28年度も引き続き厳しい状況が予想 228 

されます。そのようなことから、今後の状況においては、翌年度からの繰上充 229 

用や税率の改定などの検討を進めていく必要が生じるものと思われます。国民 230 

健康保険運営協議会委員の方々や議員の皆様にも相談させていただきながら進 231 

めてまいりたいと思っております。 232 

清  水     まず、短期保険証の発行なのですが、特別な事情がない方というのはわかりま 233 

した。特別な事情がないというのはさまざまだと思いますが、どの段階で発行 234 

するのかということについて再度伺いたいと思います。 235 

         次は、資格証における受診抑制、またとめ置きによる受診抑制は起きていない 236 

というご答弁だったと思うのです。いろんな精神疾患を含め、市役所に来るこ 237 

とすら大変な方も中にはいると思います。人間は我慢するということはごく普 238 

通なことで、その我慢の内容が病気を我慢するということになった場合、重篤 239 

化するという悪循環になる。これが起きていないと断定するというのは、なか 240 

なかできないと思うのです。ここでお聞きをしたいと思いますが、これによっ 241 

て重篤化することで、結局医療費に大きくはね返る。このことについて伺いま 242 

す。 243 

         次に、そもそも滞納されている方は、何も罰則がないわけではないのです。痛 244 

みを受けていないわけではないのです。毎年９パーセントという高利率の延滞 245 

金が課せられているのです。しかも、この延滞金の徴収については、給与、年 246 

金、資産さえあれば、預金口座にひとり暮らしの場合10万円以上残っていれば、 247 

市には強制的に全部差し押さえる権利まであるのです。強力な権利があるわけ 248 

で、あえてこのような資格証明書のような二重罰と言える罰則を今の時代に続 249 

けることは、私は逆に弊害のほうが大きいのではないかと思うのですが、お考 250 

えを伺います。 251 

         次に、準備基金の減額で、ただいま翌年度の充用は、これは当座の措置として 252 

言われたのですが、税の引き上げも含め、議会とも話し合っていきたいという 253 

ことですが、ご答弁の中で一般会計からの繰り入れという、全国でいうと、き 254 

ちんと調べてはいませんが、半数ぐらいの自治体が実施をしているのを、滝川 255 

市は８年前にやめたわけです。これも当然選択肢に入れているのが世の中の一 256 

つの流れですから、経営姿勢による調整交付金4,700万円ということを紋どころ 257 

にこれをずっとこれまで否定してきているわけですが、全国の中で半分、繰り 258 

入れしている中でも、経営姿勢でもらっているところはたくさんあるのです。 259 

だから、ここを入れて考えるのかどうかというのが今の決算分析から見てのお 260 

立場なのかお伺いをいたします。 261 

岩本課長補佐   基金につきましてお答えします。現在、一般会計からの繰り入れについては、 262 

受益者負担の考えから、国民健康保険以外の方々の税金から負担していただく 263 

考えはありません。 264 



- 7 - 

 

大崎係長     まず、短期証をどの段階で発行するかということでございますけれども、短期 265 

証に該当するというか、切りかえる方につきましては、事前にこのままでは短 266 

期証になりますというご案内を送付していまして、その間、例えば相談である 267 

とか、一定の期間の中でお客様のご事情を聞くような機会を設けておりまして、 268 

そちらの中で特に、お返事いただけなかったりするなど、要はいきなり短期証 269 

に決まりましたというよりも、このままいきますと短期証になりますというご 270 

案内を出した上で最終的に短期証を発行しております。 271 

         あと、重篤化の関係なのですけれども、我慢するのが普通であり、重篤化する 272 

と思うがということですが、当然、市役所に来るのが難しい方が、調子が悪い 273 

という、お電話いただいたり、逆に直接病院に行って、病院のほうからこちら 274 

のほうにお問い合わせが来るというケースもございます。必ずしも、市役所に 275 

来るのが大変な方という、こちらに来ることばかりでなく、電話であるとか、 276 

直接、受診は先に行われて、逆に問い合わせが来て、こちらのほうで国保の資 277 

格がある方ですということを確認して回答するケースもございますので、受診 278 

抑制につながっているということは考えておりません。 279 

原田課長     二重罰ではないかというところなのですけれども、資格証、短期証につきまし 280 

ては、ペナルティー的要素というよりは、あくまでも接触の機会をふやしたい 281 

ということでやっているものであります。正しく納めている方との負担の公平 282 

性を保つためという要素もありますけれども、あくまでも接触の機会をふやす 283 

ためということでやっておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 284 

清  水     まず、二重罰について、接触の機会をふやしたいということを言われましたが、 285 

接触の機会をふやすのに、短期保険証の段階は10割にはならないのです。資格 286 

証明書になると10割。要するに罰則の強化がされるのです。ペナルティーの意 287 

味でないと言いながら、明らかなペナルティーです。接触の機会をふやしたい 288 

というならば、短期保険証で十分なのです。 289 

         もう一つは、なぜこういう二重罰ができるかというと、保育料だとか、あるい 290 

は給食費だとか、こういったものについては、払わない場合に、そのサービス 291 

をなくするとか全額自己負担だとかということは福祉あるいは教育という観点 292 

から法律上できないのです。ところが、国保については厚労省がこういったこ 293 

とを指導しているわけです。自治体にどんどんやりなさいと。けれども、自治 294 

体によってはやっていないというところも当然あるわけです。ですから、二重 295 

罰ということは間違いのない事実であり、これを二重罰、ペナルティーではな 296 

いというご答弁というのは、私は妥当な答弁ではないと思いますので、まずこ 297 

れはペナルティーだという見解の相違について、私の意見に対してどのように 298 

説明するのか伺います。 299 

         受診抑制について、病院から連絡があるということですが、病院から連絡があ 300 

るときというのは恐らく、私の推定ですけれども、軽度の病気ではないと思う 301 

のです。緊急手術を要するとか、緊急入院を要するとか。この段階にいっても 302 

市に相談しないで病院に行く。場合によっては救急車が多いだろうし、これで 303 

重篤化しないなんていうことが言えるのかと。重篤化した結果、要するに病院 304 

から来るという、この実態を踏まえて、それでも重篤化しないということを言 305 

うのか伺います。 306 

         基金については、受益者負担の立場からということですが、受益者負担の立場 307 

というのは、それは滝川市の現在の立場ということなのだと思うのだけれども、 308 
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そんな単純なことではないと思う。先ほども申しましたように、他の事例を踏 309 

まえて、もっと分析的にご答弁を伺いたいと思います。 310 

舘 部 長     27年度決算を踏まえて27年度以降の国保財政をどうしようかということでお話 311 

ししたつもりでございますので、これについて、法定外繰り入れがいいのか悪 312 

いのかとか、基本的にどうなのかという話については今後の話ということでは 313 

ないのかなと思って、委員長に相談したいと思います。 314 

委 員 長     いずれにしても、私の勧め方の中では、多少の今後のことにわたることとか、 315 

それを全く排除するつもりはないのです。けれども、基本的に当該決算にかか 316 

わることがベースになるものだと感じていますし、要するに、これからするつ 317 

もりはありませんという答弁だったので、もう少し説明してほしいということ 318 

なので、そういうことでよろしいですか。 319 

舘 部 長     国保財政の運営における受益者負担の考えですが、基本的には受益者負担とい 320 

うことで、ただしそれだけでは運営が賄われないので、国とか道とか市という 321 

ことで運営されている制度だという認識はお持ちになっていると思うのです。 322 

それと法定外繰り入れ、要するに一般会計から繰り入れるという話については、 323 

例えば滝川市においてもそうなのですけれども、20年前、30年前はなかなか国 324 

保財政が厳しい、全て赤字だということで、一般会計からどんどん繰り入れた 325 

自治体も多かったと思います。先ほど清水委員のお話の中に最近の流れではな 326 

いのかという話があったのですが、私は逆だと考えております。 327 

清  水     今の部長の最初のご説明、国民健康保険制度というのは国民健康保険法に基づ 328 

いた制度で、基本的に受益者負担ではないのです。国と道と被保険者で出し合 329 

ってやるということですから、受益者負担、応能負担と応益負担、こういうこ 330 

とですから、受益者負担という、その答弁は撤回していただきたいと思います。 331 

舘 部 長     基本という言葉が最初についたので、そういうふうに受け入れたのではないか 332 

ということで、それについては訂正したいと思いますが、言っていることは多 333 

分同じことなのです。両方で運営しましょうということです。 334 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 335 

副委員長     ジェネリックの推進を行っていると思いますが、その効果額をお聞きしたい。 336 

ジェネリックに対しては、医師とか薬剤師とか、余り歓迎していないというよ 337 

うなことも他の自治体から上がっていますけれども、滝川の場合そういうこと 338 

はあるのか伺います。 339 

原田課長     ジェネリックの数量シェアは、27年度末79.3パーセントということで押さえて 340 

おります。 341 

         市内の薬剤師はどうなのだということなのですけれども、直接お話ししたこと 342 

はないですけれども、割合的にも国が目標としている80パーセントに既に近づ 343 

いてきていますので、理解はされて、効果も出ているのでないかなということ 344 

で判断しております。 345 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 346 

小  野     事務概要58ページにも載っているのですが、医療費の通知について、延べ通信 347 

世帯３万740世帯と載っています。本当にこれだけのお金使って、意味があるの 348 

か伺います。 349 

 特定健康診査の数字が載っているのですが、実際にこの数字というのは滝川市 350 

の特定健診を受けた人の総合的な数字だと思うのですけれども、市立病院の特 351 

定健診を受けている方の人数とか件数がわかれば、それをお教え願いたい。 352 
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原田課長     まず、特定健診、2,400人余り受診しているのですけれども、そのうち市立病院 353 

で受診されているのが260名ほどですので、10パーセントくらいということにな 354 

るかと思います。 355 

         医療費通知につきましては、年６回、２カ月置きに出させていただいておりま 356 

す。効果が直接あるかどうかということですけれども、ご自身それぞれの受診 357 

内容を確認していただいて、無駄な受診、重複したような受診をしていないか 358 

ということを確認していただくということで実施しております。 359 

小  野     今の医療費通知なのですが、中身を見ていると、通信運搬費の中に含まれてい 360 

るのだと思うのですけれども、やろうとしている根拠と、あるいは社会保険あ 361 

たりでやっている回数はどうなのか、それを把握しているかどうかお聞きしま 362 

す。 363 

原田課長     法的根拠というよりは医療費適正化の一環として、医療費通知やジェネリック 364 

の推進をやりなさいということが国からの指導もあってやっているというよう 365 

な形になっています。昔はもっと回数は少なかったのですけれども、先ほど申 366 

しましたように、今は２カ月置き年６回ということで通知回数もふやしてきて 367 

いるというような状況にあります。 368 

         あと、ほかの保険の状況はつかんでいないのですけれども、我々の共済でいえ 369 

ば年２回ぐらいの通知なのでないかと思います。 370 

大崎係長     医療費通知が会計上のどこに含まれているかというところでございますけれど 371 

も、１款４項１目特別対策事業費のところの医療費適正化というところに入っ 372 

ております。 373 

原田課長     258ページ、１款４項１目特別対策事業費の医療費適正化特別対策事業に要した 374 

経費の中に含まれております。 375 

委 員 長 ほかに質疑ございますか。 376 

（なしの声あり） 377 

委 員 長 ないようですので、質疑の留保はなしと確認してよろしいでしょうか。 378 

（異議なしの声あり） 379 

委 員 長 そのように確認いたします。 380 

         以上で認定第２号の質疑を終結いたします。 381 

         若干、休憩します。 382 

休  憩 １１：１３ 383 

再  開 １１：２２ 384 

委 員 長 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 385 

 認定第５号 平成27年度滝川市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に 386 

ついて 387 

委 員 長 認定第５号 平成27年度滝川市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に 388 

ついて説明を求めます。 389 

舘 部 長 （認定第５号を説明する。） 390 

委 員 長 説明が終わりました。 391 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 392 

清  水     390ページ、総務費ですが、手続についての配慮ということでお聞きします。ま 393 

ず、限度額適用標準負担額減額認定証は１年更新ですが、窓口受け取りしかで 394 

きないのか。また、各種申請で被保険者が窓口に来られなければならない手続 395 

頻度が多い主な手続について。また、高齢者の実情に合わせ、どのような対応 396 
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をしているのか伺います。 397 

         次は、負担ですが、事務概要で、被保険者数は、年度平均で6,717人、2015年度 398 

は199人増加しております。所得段階別に現役並み所得者、一般、住民税非課税 399 

者については区分１、２の計４段階ありますが、それぞれの負担区分ごとの人 400 

数についてお伺いします。 401 

         次は、滞納についてですが、滞納繰越が317万5,000円で、収納率で53.85パーセ 402 

ントとなっております。この中で、事務概要によると、滞納繰越317万5,000円、 403 

収納率53.85パーセントとなっております。納付書が届いても気づかないなどに 404 

よるものが多いと考えられますが、長期化しているものはどの程度あるのか、 405 

人数や合計金額で伺います。 406 

         次は、滞納処分や処分停止の状況について伺います。 407 

         最後に、394ページ、健康診査の参加者数について、また保険事業の概要と後期 408 

高齢者に配慮した工夫について伺います。 409 

茂野係長     まず、１点目の限度額適用標準負担額減額認定証の窓口受け取りしかできない 410 

のかというご質疑なのですが、限度額適用認定証は、初回申請は必要となりま 411 

すが、次年度以降は該当している方は自動更新とし、保険証と一緒に郵送を実 412 

施しているところでございます。 413 

         次の各種申請で手続の頻度が多い主なものということでございますが、まず高 414 

額療養費につきましては、初回のみ１度申請手続を行えば、次回以降は自動振 415 

り込みとなっております。初回についても、返信用封筒等を同封した手続勧奨 416 

の文書を送付しており、窓口へ来なくても手続できるようになっております。 417 

また、補装具等の手続ですが、返信封筒と同封の上、郵送による申請も実施し 418 

ております。また、死亡による葬祭費等の申請手続については、死亡届け出の 419 

ための窓口来庁時で説明をし、郵送による申請も受け付けております。また、 420 

高齢者の実情に合わせた対応ということですが、いずれの場合にも郵送等の申 421 

請にも対応しておりますので、本人が窓口に来なくてもよい、そういう対応を 422 

しております。 423 

         次の被保険者の負担区分のことでございますが、まず平成28年３月末時点の6,792 424 

人ということでの内訳で申し上げますと、現役並み所得者が192人、一般が2,870 425 

人、それから住民税非課税の区分２につきましては1,899人、それから住民税非 426 

課税の区分１ですが、1,831人となっております。 427 

         次に、滞納についてのご質疑ですが、滞納繰越分について長期化しているもの 428 

はどの程度かと、人数、合計金額ということでございますが、滞納繰越が317 429 

万5,000円のうち、決算時点で15名、112万3,200円がまだ解消しておりませんが、 430 

全員の方から分納をしていただいております。あえて長期化しているというこ 431 

とを言えば、決算時点で７名、74万400円ですが、これにつきましても昨日現在 432 

56万4,600円となっております。また、滞納処分や処分停止ということでござい 433 

ますが、その前段で分割納付に至っていますので、発生はしておりません。 434 

         健康診査の参加数ですが、北海道高齢者医療広域連合健康診査が191名、それか 435 

ら長寿健康増進事業、脳ドックですが、これが60名となっております。保険事 436 

業の概要と高齢者への配慮、工夫ということですが、保険事業につきましては 437 

今申し上げました北海道高齢者医療広域連合の健康診査、それと長寿健康増進 438 

事業の２事業でして、配慮につきましては、当初納付書を発送時に健康診査に 439 

ついての案内、申込書を同封しております。申し込みは電話受付でも実施して 440 
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いるという状況でございます。 441 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 442 

（なしの声あり） 443 

委 員 長 ないようですので、質疑の留保はなしと確認してよろしいでしょうか。 444 

（異議なしの声あり） 445 

委 員 長 そのように確認いたします。 446 

         以上で認定第５号の質疑を終結いたします。 447 

         休憩いたします。 448 

休  憩 １１：３５ 449 

再  開 １２：５９ 450 

委 員 長 休憩前に引き続き、会議を再開します。 451 

 認定第８号 平成27年度滝川市病院事業会計決算の認定について 452 

委 員 長 ただいまから認定第８号 平成27年度滝川市病院事業会計決算の認定について 453 

説明を求めます。 454 

田湯部長 （認定第８号を説明する。） 455 

委 員 長 説明が終わりました。 456 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 457 

安  樂     20ページ、総括事項について、平成27年度は入院患者数及び外来患者数の減少 458 

が大きく影響して、収益的収支で８億1,395万円の純損失となりました。これを 459 

踏まえて、当該年度、これをどのように分析して対策を講じたのか伺います。 460 

田湯部長     答弁の前に、先ほど説明した中で一部訂正がありました。口頭で訂正をさせて 461 

いただきたいと思います。 462 

         ２、３ページの収益的収入及び支出の収入、私のほうで68億円と説明させてい 463 

ただきましたけれども、67億3,228万7,000円となります。あと、損益計算書の 464 

下から３行目の当年度純損失なのですけれども、私のほうは８億1,395万312円 465 

と説明させていただきましたけれども、８億1,395万321円ということで訂正い 466 

たします。 467 

         安樂委員のご質疑にお答えします。減収の原因としては、分析もしております 468 

けれども、眼科の常勤医の減だとか、手術件数の減、患者数の動向的には内科、 469 

眼科などの患者数の減、あと救急車搬送の減などがありますが、細かな分析に 470 

つきましては、ただいま効率改革プランの策定を現在進めているところであり、 471 

内部分析だけでなく、専門知識を有しているコンサルの活用もしながら客観的 472 

な分析を進め、他院と比較してどういった部分が弱いのかなどを明確にしなが 473 

ら、さらに細かい分析を進めているところであります。 474 

         それと並行して、さらなる費用削減や収入増加策にも取り組んでいるところで 475 

あり、効率改革プランを策定してから進めるということではなく、できること 476 

から進めようということで、８月にはコストアップ、落ち葉拾いと言われてい 477 

ますけれども、公立病院の立て直しで有名な三重県の松阪市民病院の世古口先 478 

生を講師にお招きをして、単価アップに向けて、算定できるものは確実にする 479 

ということで、全職員で研修を受けて、意識づけをしたところであります。 480 

         具体的なものになりますけれども、患者様に対する接遇向上ということで、医 481 

師の接遇研修も実施をさせていただきました。また、さらには、８月22から１ 482 

週間、全外来患者様に対してアンケート調査を実施して、これから接遇の向上 483 

に向けて、各先生方とも調整をしていきたいと考えています。また、３月に開 484 
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設した地域包括ケア病棟の活用、新電力への切りかえ検討、また総務省の経営 485 

アドバイザーという制度がありますけれども、そちらにお願いをして、10月に 486 

は公認会計士、あと先進的な病院の先生にも来ていただいて、アドバイスをい 487 

ただく予定をしております。いろいろ取り組みをしながら、経営改善に向けて 488 

取り組みを進めていきたいと考えておりますので、ご理解をお願いします。 489 

安  樂     昨年度、純欠損で出しているのですけれども、昨年、27年度、患者数が減少し 490 

ていくということですが、例えば月単位だとか期単位で、患者数、外来、それ 491 

から入院者、この辺把握されながら、その都度手を打っていったのかどうか確 492 

認をしたいのですが、その辺を伺います。 493 

田湯部長     患者数の動向、あと医業収益の動向につきましては、毎月集計をして、分析を 494 

しております。院長先生初め副院長、診療部長で構成する事業運営会議にも報 495 

告をして、周知をしながら進めているというところです。 496 

安  樂     この要因の中には、患者に対する、来院者に対する、先ほども接遇の話が出て 497 

いましたけれども、そういう対応が悪いということも、直接私の耳に入ってい 498 

る部分もあるのです。これは、その会議で徹底されたということでいいのです 499 

か。 500 

田湯部長     患者様のご意見等々は、いろんな形でいただいております。院内に７カ所、意 501 

見箱も設置をして、毎週回収をして、ご意見を聞きながら、各先生方にもお願 502 

いをして、改善を進めているところでもありますし、意見、苦情等について、 503 

感謝もありますけれども、一覧表にして、その会議にもお示しをしながら、ま 504 

た医局にも張り出しをして、情報共有をしているところです。 505 

堤病院長     まず、患者数の増減に関しては、先ほど部長が申し上げたように、各医師に対 506 

しても報告は毎月上がっておりますので、医局会のほうでも話しておりますの 507 

で、例えば自分の科の患者がどれぐらい減っているかなどは、各医師は認識し 508 

ているはずです。苦情その他に関しては、それも医局のほうには必ず周知して、 509 

まして名指しで苦情があった場合は、必ずその医師に連絡が行って、医師のほ 510 

うの言い分と言うとおかしいですけれども、どういうふうに考えるかというの 511 

は、自分のほうから聴取は行っております。 512 

         もう一つは、先ほどアンケートの話があったのですけれども、実際に苦情を病 513 

院に入れるとか、議員におっしゃるというのは相当な方なので、大多数の方は 514 

ただ黙って来なくなるというようなことが想像されます。それで先月、来院し 515 

た患者さん全員に対するアンケート調査を実施しまして、それが2,000枚ぐらい 516 

の数に達しまして、それで実際に診療していただいた医者に対する評価等をい 517 

ただいて、解析を進めて、自分の外来がどのように評価されているかというの 518 

が各医師に伝わるようにする。解析は大体進んでおりまして、多分来週、再来 519 

週ぐらいには各医師にお伝えすることができると思っています。 520 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 521 

関  藤     まず、安樂委員のほうから、患者数等々の減少ということで、その中で、いろ 522 

いろな要因はあるかと思うのです。人口の自然減ということも要因の一つにな 523 

ってくると思うのですけれども、病院等々に通院していて、例えば診療、診察 524 

を受けるのに待ち時間が非常に長いとか、いろいろな苦情も聞くわけですが、 525 

そんな中で、滝川の医師の数というのは40から42名ぐらいで推移している。ま 526 

た、職員の数が300から340ぐらいで推移しているわけですけれども、平成27年 527 

度において見た場合に、医師の数とか職員の数というのは滝川市の市立病院の 528 
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規模にとっては適正な数と言えるのか、少ないという判断なのか、そこら辺の 529 

職員、また医師の数等についての考え方についてお伺いいたします。 530 

         Ｐ11ページ、材料費の薬品費ですが、26年度決算でも聞いた記憶があるのです 531 

けれども、ジェネリックの使用頻度が平成26年度決算では、記憶が正しければ 532 

11.73パーセントぐらいという頻度だったのですけれども、この中の薬品のジェ 533 

ネリックに対する利用割合、これがどのぐらいになっているのか、またこれは 534 

今後推進していくというお考えというか、27年度は26年度から見て、さらに推 535 

進して、進められてきたのかということをお伺いいたします。 536 

堤病院長     まず、医師数についてお答えを申し上げますけれども、全体としては、昨今の 537 

いろいろな医師に対する勤務であるとか、そういったものの評価等を考えます 538 

と、なお足りないという認識をしております。 539 

         その中でも比較的足りている科と足りていない科がありまして、例えば内科で 540 

ありますと、人数の総数としては、この規模の病院としては比較的恵まれてい 541 

るほうだと考えておりますけれども、循環器、消化器あたりの医者は足りない。 542 

それを何とかしたいと思っているところですけれども、各医育大などにお願い 543 

に上がっておりますが、なかなかうまくいっていないという状況です。 544 

         そのほかの科に関しては、特に足りないのが、整形外科、あと泌尿器科も少し 545 

厳しい。透析をやっておりますので、そのあたりが足りなくて、先生方にご苦 546 

労をかけているかというふうには認識しております。 547 

梅津課長補佐   私のほうから、ジェネリックの割合ということで答弁をさせていただきます。 548 

院内処方、入院における割合ということになりますけれども、平成26年で48.8 549 

パーセント、平成27年で64.9パーセントとなってございます。これは、平成26 550 

年より機能評価係数に後発医薬品係数が新設されたことにより、割合が上がっ 551 

てきているということになります。この割合が高くなれば係数も上がり、診療 552 

費、そちらのほうにも反映されてきますので、今後ともこちらの割合を高くす 553 

るように努力していく所存でございます。 554 

田湯部長     看護師の職員数につきましても今７対１、あと地域包括ケア病棟を運営してい 555 

ますけれども、基準的には十分足りているというような状況です。 556 

関  藤     看護師については足りている状況にあるということですが、院長のご答弁では、 557 

医師は足りないということだったわけです。内科、循環器などが足りないと。 558 

この中で、27年度において、いろいろな関係する大学等々にお声がけはしてい 559 

るのでしょうが、ほかに医師を確保するためのご努力というのはされているの 560 

かお伺いいたします。 561 

堤病院長     まず医育大学で既に常勤の医師を我々に派遣しておられる各医局には定期的に 562 

ご挨拶に伺って、いろいろとお話を伺っているところです。それ以外に、ご承 563 

知のように、大学は部門別に分かれておりまして、それぞれ派遣する、派遣し 564 

ないというのは大学がコントロールしているのですけれども、実際には各科の 565 

裁量に任されているわけですので、近々ですけれども、最近も我々のところに 566 

医師を派遣していない各講座などにも挨拶をしているところです。あと、ホー 567 

ムページ上で募集をしている。それから、民間医局、業者に対するお願いもし 568 

ておりますし、もう一つは、人脈でうちの医師でも、誰々の知り合いだったと 569 

か、どこどこ病院で一緒だったとか、そういった関係で来てくださっている方 570 

というのがまれならずおります。今は２人ぐらいですけれども、いらっしゃる 571 

ので、そういった人脈を広げる努力等もしているところです。 572 
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         あと、外来の待ち時間の話、先ほど答弁がもれましたが、これは非常にジレン 573 

マに陥っていまして、収入面では、外来の数はふやさなければ本当はいけない 574 

わけですけれども、そうすると待ち時間はふえる状況になっておりまして、私 575 

自身の外来も常時１時間ぐらい、実は待たせてしまう状況になっているわけで 576 

す。それでは減らすのかという話、あるいは来てくださるという患者さんを、 577 

あなたはあっちに行きなさいと申し上げるのかというのは、非常に厳しい選択 578 

を迫られるのです。ですから、待ち時間に対しては申しわけないなとは思って 579 

いるのですけれども、極端に何時間もというのはよくないのですが、多少はご 580 

容赦をいただきたいというのが正直なところであります。 581 

関  藤     それでは、先ほど医師の不足、足りないという部分において、具体的に内科、 582 

循環器、消化器、整形でいえば、それぞれあと何名ぐらいいたら院長としては 583 

満足いたしますか。 584 

堤病院長     その辺は、実は理想と現実のギャップというのがありまして、例えば整形外科 585 

の場合、今４人いるわけです。本来は、例えば当直とか夜間の診療をしたり手 586 

術に入ったりした人は次の日お休みを差し上げるとか、その辺まで配慮しなく 587 

てはいけなくて、そういったところも全部満たして、比較的余裕を持った診療 588 

をさせて差し上げようと思うと、もう３人ぐらい必要になるかと思いますが、 589 

現実問題としてはあと１人ふえれば、かなり整形の先生は楽になるのだろうと 590 

は思います。 591 

         循環器は今２人しかいないので、これはどうあってももう一人はいないと、今 592 

のお２人の先生方にはかなりの苦労を強いてしまっているのではないかという 593 

認識は持っています。 594 

         泌尿器科もあと１人いると助かります。あと、内科に関しても、消化器内科は 595 

できれば専門的な技術を持った医師があと１人はどうしても欲しいという認識 596 

はしております。 597 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 598 

副委員長     １点お聞きしますが、未処理欠損金が35億円を超えておりますけれども、他の 599 

自治体の病院ではどういう状況なのか、もしわかれば教えていただきたいとい 600 

うことと、この未処理欠損金の解消のために27年度はどのような取り組みをさ 601 

れたのか伺います。 602 

田湯部長     滝川市立病院初め公立病院は、道内どこも厳しいような状況ということで、27 603 

年度におきましても道内の各公立病院、それぞれ入院患者も減っているという 604 

状況も続いております。総体的には赤字の病院が多いということで、資料がな 605 

いので、どの病院がどういう決算状況かわかりませんが、そういうような状況 606 

で、資料は戻れば一覧表でありますけれども、そのような状況です。 607 

         あと、解消のための取り組みは、先ほど安樂委員にお答えしたようなところか 608 

ら順次進めていきたいと考えております。 609 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 610 

清  水     まず、損益計算書４ページ、2015年度の決算の特徴は、医業収支が2014年度決 611 

算や2015年度予算に比べ大きなマイナスになったことですが、決算審査意見書 612 

11ページでは、医業収支は2014年度決算対比では３億1,400万円余の減少という 613 

ことですが、ここでは2015年度予算の対比の数字で確認をいたします。2014年 614 

度は予算時に対し３億642万7,000円悪化したということで確認してよいか伺い 615 

ます。 616 
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         次に、前年度より３億円余の医業収支の悪化ということは予算書でも審査意見 617 

書でもわかるわけですが、一方、予算対比ということでいうと、これも３億円 618 

悪化ということになります。2015年度は医業収支が2014年度よりも大幅に悪化 619 

したというような印象があるわけですが、実は2014年度より既に悪化していた 620 

医業収支、それをもとにした予算よりも３億円悪かったということです。逆に 621 

言うと、この年度の前年度からの医業収支の悪化は３億円にとどまったのだと 622 

いうことは、つまり、全体の悪化は既に2014年度から続いているのだと私は考 623 

えますが、2015年度予算をつくった当時、既に悪化していた医業収支、そうい 624 

ったことについてどのように考えていたのか伺います。 625 

         次に、６、７ページ、貸借対照表、内部留保ですが、2015年度末は１億2,400 626 

万円余のマイナス。2014年度末は４億631万9,000円と確認してよいか。また、 627 

その結果、この１年間に５億3,000万円ほど悪化したのだということで、これも 628 

確認をいたします。 629 

         次に、収支計画との差です。現在、９月末までとも言われている計画のつくり 630 

直しをされているわけですが、現行の計画との差でお伺いをいたしますが、収 631 

支計画の４ページに累積財源過不足としてこれが試算されております。これに 632 

よると、2014年度末は１億9,600万円余、2015年度は１億円余の累積財源過不足、 633 

内部留保が残るというようになっています。これによると、2014年度まではこ 634 

の試算表よりも内部留保という点ではプラス方向にあったものが、2015年度に 635 

一気にマイナスになったということで確認をしてよいか伺います。 636 

         一方、収支計画では、2016年度以降は医業収支以外の要因で内部留保が毎年１ 637 

億円以上増加すると試算しています。医業収益は７億円前後、毎年赤字になる 638 

けれども、それでも内部留保は１億円以上ずつ増加していくという試算をして 639 

いたわけですが、これに対して収益的収支の５ページ、2014年度は８億2,000 640 

万円余、2015年度が７億6,000万円余、2016年度が６億9,000万円余などと既に 641 

試算されているわけですが、以上から、医業収益が2014年度並みの10億円弱の 642 

赤字の場合では、内部留保は2015年度末に比べ毎年２億円程度さらに赤字にな 643 

っていき、医業収支が2015年度並みの13億円程度の赤字になると、今後毎年５ 644 

億円程度赤字がふえていくと見てよいか伺います。 645 

         次に、一時借入金についてですが、限度額は設けているのか、また借り入れの 646 

決裁者は、また議会への報告について伺います。 647 

         次に、13ページ、医業費用ですが、同一契約業務で同じ企業が長期間継続で落 648 

札してきたものが明らかになっておりますが、２年前の決算審査特別委員会で、 649 

昭和58年から31年連続で電話交換及び宿日直管理業務、清掃業務に関する契約 650 

でこれが起きていると。2015年度の契約については、指名業者数はそれぞれ何 651 

社か、また契約金額と落札率、主な業務内容について伺います。 652 

         次に、医療事故等についてですが、市立病院ではこれまでガーゼの置き忘れな 653 

ど明らかな医療ミスと思われるものから、ベッドから落下するなど過失かどう 654 

かわからないものなどを含め、患者さんに対して支払いが発生する事故があり 655 

ました。まず、過失性の有無や損害の多寡、訴訟の有無などいろいろあります 656 

が、事故が発生したときに損害賠償についてどのように対応しているのか。マ 657 

ニュアルはあるのか。損害保険は一般的に病院で多い事例については全て対応 658 

できるのか。議会への報告はどのような場合か伺います。 659 

         2015年度中にガーゼの置き忘れがあったのではないかという情報がありますが、 660 
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事実を確認したいと思います。 661 

委 員 長     2015年度予算時にどのように考えていたのかということなのだけれども、どの 662 

ように考えて予算立てをしているかというのは、当時その予算審査特別委員会 663 

の中であった話なので、もしこの聞き方について、若干修正があるのであれば 664 

お願いします。 665 

清  水     決算ですから、１年間その予算に基づいてやられているので、どういう考えの 666 

予算だったということでお伺いをいたしたいと思います。 667 

高林主査     最初に、平成27年度予算、決算の対比で、医業収支の件につきまして、予算時 668 

に対して決算では３億642万7,000円悪化しました。次の、平成26年度医業収支 669 

が既に悪化し始めていた状況で、平成27年度予算はどのように考えていたかに 670 

つきましては、患者数は１日平均、入院で250人、延べ９万1,250人、外来は１ 671 

日平均900人、延べ21万8,700人で、病院改築後に作成した収支計画及び過去の 672 

実績を勘案し積算したもので、平成26年度より外来単価の増を見込み2,754万円 673 

の増とし、予算計上しました。 674 

         次に、内部留保資金についてですが、平成27年度末でマイナス１億2,423万円と 675 

なり、この１年間に５億3,054万9,000円悪化しました。 676 

         次に、収支計画上の内部留保につきまして、計画上の内部留保は、平成27年度 677 

約１億円と見込んでおりましたが、マイナス１億2,423万円となりました。 678 

         続いて、医業収支が平成26年度並みのマイナス10億円弱の場合、内部留保は２ 679 

億円程度さらにマイナスになり、平成27年度並みのマイナス13億円程度の場合 680 

は５億円程度マイナスとなるかについては、おおむねそのようになると思いま 681 

す。 682 

         一時借入金につきまして、限度額は予算書第６条で10億円と定めております。 683 

借り入れの決裁は部長で、会計管理者合議です。議会への報告ですが、決算書 684 

31ページ上段に一時借入金の概況を記載することとなっております。 685 

宮西課長補佐   私のほうからは、委託の関係をお話しします。決算書30ページ、こちらに重要 686 

契約の要旨ということで、市立病院の清掃業務の契約金額5,572万8,000円、市 687 

立病院電話交換及び宿直・日直管理業務2,034万7,200円と記載がございます。 688 

指名競争入札を行っておりまして、業者数は７社ございました。落札率でござ 689 

いますが、病院の清掃業務が98.5パーセント、電話交換及び宿直業務が98.8パ 690 

ーセントの落札率となっております。 691 

         業務内容ですけれども、清掃につきましては、毎日の院内清掃と、随時の窓ガ 692 

ラスや床のワックスがけ清掃、浴室ですとか網戸の清掃ですとか、そういった 693 

ものがございます。また、電話交換のほうとしましては、電話交換業務はもち 694 

ろんですが、院内での入り口の管理ですとか、休日、夜間の患者の対応、放送 695 

設備の操作などでございます。 696 

堀 課 長     私のほうからは、医療事故等についてお答えをしたいと思います。 697 

         まず、１点目の損害賠償の対応についてということで、当院は全国自治体病院 698 

協議会の病院賠償責任保険に加入しております。事故が発生した場合は、損害 699 

保険会社及び弁護士とも協議を行い、対応しているところであります。 700 

         次に、マニュアルがあるのかということにつきましては、滝川市立病院医療安 701 

全管理指針という定めがありまして、これに基づき医療安全管理に努めている 702 

ところでございます。 703 

         次に、損害保険の内容でありますけれども、病院賠償責任保険は、医療事故や 704 
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病院施設の欠陥などによりまして、病院が負担する法律上の賠償責任を保障す 705 

る保険でありまして、一般的なものについては給付の対象となります。 706 

         次に、議会報告につきましては、医療事故等の公表についてということになり 707 

ますが、滝川市立病院医療事故等公表の基準というものを要綱で定めておりま 708 

す。医療事故の発生により生じた影響度の大きさによりレベル設定をしている 709 

ところでありまして、事故による後遺症が残る可能性が生じた場合ですとか、 710 

事故が死因となった場合で、なおかつ過失があると判断される医療事故の場合 711 

は、原則公表という定めになっております。議会報告につきましても、これに 712 

準じて対応をさせていただいているところでございます。 713 

         次に、平成27年度においてガーゼの置き忘れというような事故があったのかと 714 

いったことにつきましては、27年度においてそのような事故があったという報 715 

告はございません。 716 

清  水     私の分析した数字については、確認がされました。今、新しい計画を立ててい 717 

るということですから、これらに対する評価は避けなければならないと思うわ 718 

けですが、収支計画との差までの中で、一番考えなければならないこととして、 719 

いつから医業収支が悪化したのかという点では、実は2014年度からだったので 720 

はないかと。これが一般的に議員なんかも認識ができるようになったのは2015 721 

年度なのだけれども、そのあたりから病院としては認識ができていたというこ 722 

とで確認をしていいのかということがまず１点目です。 723 

         ２点目については、一時借入金について、10億円まではいいということで決め 724 

られているけれども、予算では４億八千幾らということで既に予定がされてい 725 

た中で、実はそんなに借りなくてもいいという見込みで予算は組んでいると思 726 

うのです。一方、実際はそれを超えてしまったということで、こういうことに 727 

ついては、病院の経営ということにとどまらず、一般会計との関係などで、市 728 

長部局との相談なり、そういったことが必要だと考えますが、その点について 729 

お考えを伺います。 730 

         医療事故なのですが、過失について問われるケースというのがどれぐらいある 731 

のかということでお聞きしたいのですが、保険は過失がなくても事実があれば 732 

おります。よほど作為的なものがあれば別ですけれども。ただ、それによって 733 

過失の有無は認定されないのです。市立病院の場合、過失の有無については、 734 

場合によって、裁判以外でも、院内の判断でこれは過失だという判断ができる 735 

ような、そういうシステムができているのかについてお伺いいたします。 736 

委 員 長     まず、１点目については若干微妙ではありますけれども、予算審査特別委員会 737 

と決算審査特別委員会のタイムラグということも考慮して、2015年のお考えと 738 

いう範囲でお答えいただければ結構だと思います。 739 

田湯部長     １点目の平成25年度から実質、医業収支が悪化した中での27年度の予算組みと 740 

いうことなのですけれども、過去の決算状況を加味しながら、平成23年に新病 741 

院になりましたけれども、それ以降314床という病院の運営上、27年度予算はど 742 

う組むべきかということを検討して、入院患者１日平均250人、外来900人とい 743 

う業務量を組ませていただいております。 744 

         あと、医療事故のほうにつきましては、院内に医療安全対策委員会というのを 745 

設けて、そういう医療事故のケースがもしあった場合は、院長含めて協議をす 746 

るということになっております。また、国の制度で医療事故調査委員会が新た 747 

に設置をされて、事故調と呼ばれていますけれども、想定しない死亡事故が発 748 
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生した場合はそちらに報告をするということになっておりますけれども、そう 749 

いう事例はまだ今のところうちのほうは発生をしていないというところです。 750 

         一時借入金の10億円までにつきましては、27年度の決算で入院患者、外来患者 751 

の減少により、一時借り入れをしなければならないという事態が発生をして、 752 

年度末に５億円を北門信用金庫から借りました。予算書上は、先ほど説明した 753 

ように、10億円を限度ということにさせていただいていますので、その範囲の 754 

中でおさまるように運営をしていきたいと考えております。 755 

清  水     まず１点目、31年連続で契約がされた。ことしは32年に突入したのだと思うの 756 

ですが、７社の指名業者がいるということは、地域一般限定にしてもいい範囲 757 

だと思うのです。つまり、７社を選ぶ必要があるのかどうか。指名業者が７社 758 

しかいないと。それで７社全部やっているのだということなのか、それとも、 759 

もっといるけれども、絞り込んで７社にしているのか、そのあたり、今滝川市 760 

としては地域一般限定入札を推進しているので、その関係について伺います。 761 

         次に、医療事故なのですが、過失については、事故の大小を問わず、例えば損 762 

害賠償に直したら３万円とか何千円とかというものでも過失は過失なのです。 763 

その点で、先ほどのご答弁では、要綱があって、レベルを設定しているという 764 

ことですが、後遺症等で公表と言っています。まず、院内の現在のシステムで、 765 

過失と認定された事例がゼロであるというのは逆に不思議なのです。後遺症が 766 

ないものについては判断しないとか、何かそういう条件がついているのかとい 767 

うことで、まず過失についての判断をどのようにされているか。 768 

         ２点目は、公表についても、後遺症というのを入れてしまうと、あるいは死亡 769 

というものを入れてしまうと、公表の対象というのは本当に少なくなる。現在 770 

の医療評価機構の基準からこういったことになっているのかとも思いますが、 771 

信頼性という点で、このあたり、過失は過失ということで、公表するというこ 772 

とについてのお考えについて伺います。 773 

堀 課 長     まず、１点目の日直ですとか清掃の業者の関係なのですが、これは市役所にも 774 

同様の業務がありまして、それとあわせて入札を行っているということであり 775 

ますので、ご理解をお願いしたいと思います。 776 

堤病院長     過失をどう判断するかというのは、極めて難しい、主観の入る問題かなと認識 777 

しております。医療安全の会議で、これは明らかにこちらのミスだと、問題な 778 

いということであれば、もちろんそれはそのままお認めするわけですけれども、 779 

多くの場合、特に各医師、当事者に話を聞くわけですけれども、どちらが見て 780 

も、何らかのあれはあったかもしれないけれども、そういうことは十分あり得 781 

る。特に手技的なものは常にリスクを伴いますので、それが過失だったかどう 782 

かというのはかなり難しい問題だと考えております。そういった疑問がある場 783 

合、特にご家族様、ご本人様からあった場合は、保険会社のほうの弁護士等と 784 

も相談します。特に今ちょうど話し合いになっているような事例の場合は、当 785 

事者の医師は既に当院に勤務しておりませんので、そういったところも交えて 786 

話をするという形になっているところです。 787 

清  水     この問題は、公表することによる別の問題もありますので、それについて公表 788 

しろということを言っているわけではないのです。ただ、先生は今ミスという 789 

ことを言われましたけれども、ミスは恐らく過失ということでいいのだろうと 790 

思うのです。そういったものについて、病院の職員全員が共有するべきだとも 791 

私は言いません。ただ、市立病院の実態というものについて、一定の職員、幹 792 
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部職員なりがきちんと共有できるような状態になっているかどうかということ 793 

を確認したいと思います。 794 

田湯部長     院内にリスクマネジメント会議ということで、各所管から代表者に来ていただ 795 

いて、いろんな症例について協議をして、情報共有をしようということで進ん 796 

でおります。 797 

委 員 長     ほかに質疑はございますか。 798 

（なしの声あり） 799 

委 員 長 ないようですので、質疑の留保はなしと確認してよろしいでしょうか。 800 

（異議なしの声あり） 801 

委 員 長 そのように確認いたします。 802 

         以上で認定第８号の質疑を終結いたします。 803 

         それでは、本日まで２日間質疑を行ってまいりましたけれども、市長に対する 804 

総括質疑はなしと確認してよろしいでしょうか。 805 

（異議なしの声あり） 806 

委 員 長 確認いたしましたので、以上で全ての質疑を終結いたします。 807 

 これより休憩に入りますけれども、ここから書類審査に入ります。30分間にし 808 

たいと思いますので、14時20分再開ということでよろしいでしょうか。 809 

（異議なしの声あり） 810 

委 員 長     それでは、暫時休憩いたします。 811 

休  憩 １３：５４ 812 

再  開 １４：２２ 813 

委 員 長 それでは、会議を再開いたします。 814 

 書類審査 815 

委 員 長 休憩中に書類審査をしていただきましたが、これに対する質疑はございますか。 816 

（なしの声あり） 817 

委 員 長 質疑なしと認めます。 818 

         書類審査の質疑を終結いたします。 819 

 討論 820 

委 員 長 それでは、これより討論に入ります。 821 

 討論の順番につきましては、委員会の初日に決定しているとおり、会派清新、 822 

会派みどり、新政会、公明党、日本共産党の順となります。 823 

 最初に、会派清新、関藤委員。 824 

関  藤 それでは、会派清新を代表しまして、第２決算審査特別委員会に付託されまし 825 

た認定第２号から第８号までの７件につきまして認定を可とする立場で討論い 826 

たします。 827 

 初めに、今後さらに人口減少が続くと想定され、市税の減収も続き、厳しい財 828 

政の中、経費節減に努められ、市民の安全・安心のためにご尽力いただきまし 829 

た市理事者、職員に敬意を表し、以下若干の意見を付して討論いたします。 830 

         １、国民健康保険特別会計、国保税の安定運営に努められるとともに、低所得 831 

者にとって国保税の負担は大変厳しい状況でもあります。このような市民が安 832 

心して病院にかかれるよう工夫と配慮をされたい。 833 

２、公営住宅事業特別会計、市営住宅の不納欠損の減少に努められるとともに、 834 

今後さらに増加するであろう空き家対策に一層の工夫と努力をされたい。 835 

３、介護保険特別会計、高齢化がさらに加速する中、高齢者が安心して暮らせ 836 
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るまちづくりに努力されたい。 837 

４、後期高齢者医療特別会計、医療費抑制の予防医療の充実に努められるとと 838 

もに、高齢者福祉の向上に努められたい。 839 

５、下水道事業会計、耐用年数が50年と言われる設備の更新や点検等を確実に 840 

進められるよう努力されたい。また、下水道料金の事業者に対する料金設定に 841 

ついては、不公平感が生じないための対策を早急に検討されたい。 842 

６、病院事業会計、患者数の減少等により大幅な赤字に転じた市立病院の改革 843 

を行わなければなりません。市民が安心して受診できる医療体制にするために、 844 

以下のことについて取り組まれることを要望いたします。１、滝川市立病院は 845 

市民の財産であることを職員全員が認識していただくこと。２、受診した患者 846 

へのきめ細かな説明対応を行うこと。３、医師、看護師の患者への接遇対応を 847 

しっかり行うこと。４、患者からの苦情対応を敏速に対処する体制づくりを行 848 

うこと。５、安定した医師、看護師確保に努められること。 849 

以上申し上げまして、会派清新の討論といたします。 850 

委 員 長 次に、会派みどり、渡邊委員。 851 

渡  邊     それでは、会派みどりを代表いたしまして、第２決算審査特別委員会に付託さ 852 

れました認定第２号から第８号の平成27年度特別会計５件、企業会計２件、全 853 

てを可とし、若干の意見を付して討論いたします。 854 

         滝川市の経済情勢は依然として厳しい中、景気回復の実感が伴わない現実に対 855 

して、各会計予算の執行においては、市理事者、職員の財政改革に立ち向かう 856 

姿勢に対し敬意を表します。一段と厳しさが増す財政運営には、市民と一体と 857 

なったまちづくりを力強く推進するためにも、しっかりと市民が納得いく事業 858 

目的、効果を鮮明にし、市民の健康と生活の向上と安心のできるまちづくりに 859 

努めていただきたい。 860 

         １、国民健康保険特別会計、国民健康保険税の公平に努め、収納率向上に引き 861 

続き努力されたい。国民健康保険準備基金の減少から、当会計を取り巻く環境 862 

は厳しいものと推測します。しかし、低所得者世帯に対しては、現状を十分把 863 

握した中での会計運営に努められたい。 864 

         ２、公営住宅事業特別会計、公営住宅の空き状態の解消に向けては、入居率を 865 

上げるための施策を検討していただきたい。また、既存住宅の営繕については、 866 

居住者との意思疎通を図り、また公平性の確保を図る上からも、滞納者への徴 867 

収業務に一層努力されたい。 868 

         ３、介護保険特別会計、多岐にわたる介護サービスを提供するに当たっては、 869 

包括支援センターが主導的に各事業展開を図る上で、全ての利用者に対して丁 870 

寧な説明を行うとともに、利用者の立場に立ったサービスの充実を図られたい。 871 

         ４、後期高齢者医療特別会計、後期高齢者医療特別会計では、高齢化社会とい 872 

う現実から、現行制度の中で予算の執行については適正に対応するとともに、 873 

市民の高齢者福祉の向上に対し、広域連合との連携を深めるように努めていた 874 

だきたい。 875 

         ５、土地区画整理事業特別会計、滝川市泉町土地区画整理事業換地設計委託業 876 

務後における対応といたしましては、周辺における対策を含め、事業がスムー 877 

ズに進められるよう努められたい。 878 

         ６、下水道事業会計、下水道事業の安定運営に向けて、想定される設備の更新 879 

に対しては長寿命化を推進すべく、管渠の点検、調査等を確実に進めるよう努 880 
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められたい。 881 

         ７、病院事業会計、地域の基幹病院としての使命を果たすべく、電子カルテシ 882 

ステムの導入、中空知公立６病院の診療情報の共有化への取り組みに対し評価 883 

いたします。病院経営の安定については、地域の医療機関との連携を強化する 884 

とともに、医師、看護師の安定的かつ継続的な確保も不可欠であります。職場 885 

環境等整備に十分な対応を図っていただきたい。厳しい環境に置かれている病 886 

院経営については、収支計画に基づき適正に行うとともに、安定経営に向けて 887 

は、医師、看護師等が一致して情報の共有化が必要であり、経営運営を含めた 888 

中長期的なビジョンの構築を図られたい。 889 

         以上で会派みどりの討論とさせていただきます。 890 

委 員 長 次に、新政会、安樂委員。 891 

安  樂     新政会を代表いたしまして、第２決算審査特別委員会に付託されました平成27 892 

年度決算、認定第２号から第８号までの７件につきまして可とする立場で討論 893 

いたします。 894 

         初めに、厳しい財政状況の中、経費節減を図り、効率的な行政運営に努められ 895 

た市理事者並びに職員の皆様に敬意を表します。以下、若干の意見を付して討 896 

論といたします。 897 

         １、国民健康保険特別会計、不納欠損、未収入、未済額のさらなる減少と、市 898 

民の健康増進を図るため、特定健康診査の受診率向上に努められたい。 899 

         ２、公営住宅事業特別会計、計画的に建てかえが進捗していることを評価いた 900 

します。公平性の観点から、管理人と連携をし、家賃の滞納防止、徴収強化に 901 

励まれたい。 902 

         ３、下水道事業会計、収益においては人口減により下水道使用料の減少が予想 903 

されますが、長期的な視野に立ち、計画的かつ効率的に老朽化した設備などの 904 

更新を行い、安定した経営に尽力されたい。 905 

         ４、病院事業会計、平成27年度の決算を踏まえ、改善すべき事項を確実に病院 906 

改革プランに反映させ、健全経営を目指していただきたい。あわせて、医師、 907 

看護師及び技術士の確保と来院者に対する懇切丁寧な窓口対応を求めます。 908 

         以上、新政会の討論といたします。 909 

委 員 長 次に、公明党、堀副委員長。 910 

副委員長     公明党を代表して、第２決算審査特別委員会に付託されました認定第２号から 911 

第８号の全てに対して認定を可とする立場で討論いたします。 912 

 厳しい財政状況の中、努力されている市理事者、職員の皆様に敬意を表します。 913 

人口減少が進む中、コストの増、市税の減収が進むことが予想され、行財政改 914 

革の推進は必須の課題と考えます。以下、若干の意見を付して討論といたしま 915 

す。 916 

         国民健康保険特別会計、収納率向上、不納欠損の減少、またさらなる特定健康 917 

診査の受診率向上に努められたい。 918 

         公営住宅事業特別会計、計画的な建てかえを評価いたします。既存の住宅にお 919 

いても計画的なメンテナンスに努められたい。 920 

         介護保険特別会計、高齢化が急速に進む中で、多様なニーズに対して最大限努 921 

められたい。 922 

         下水道事業会計、さらなる計画的メンテナンスに努められたい。 923 

         病院事業会計、安定的な経営のため、ドクター、看護師の確保とスキルアップ 924 
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に取り組んでもらいたい。 925 

委 員 長 それでは最後に、日本共産党、清水委員。 926 

清  水     私は、日本共産党を代表して、認定第２号、国民健康保険特別会計を否とする 927 

立場で、またその他の認定第３号から第８号の各会計を可とする立場で討論を 928 

行います。 929 

         まず初めに、市民の健康と安全、生活を支えるため、無駄を省き、職員の安定 930 

的確保などに努められている理事者、職員の皆様に敬意を表します。 931 

 認定第２号、国民健康保険特別会計、まず以下の点で改善を求めます。第１は、 932 

短期保険証発行での受診抑制、病院にかかれない市民が出ることを強く危惧し 933 

ます。世帯の状況を考慮して発行を判断し、窓口とめ置きについては期間を短 934 

縮するとともに世帯状況に配慮すること。第２は、国保準備基金残高が1,449 935 

万5,425円に減少しています。2015年度だけで１億3,416万1,272円減少しました。 936 

今後の課題として、資金が不足する場合、翌年度繰上充用するが、赤字が解決 937 

しない場合は国民健康保険税の増税の議論が必要になるという答弁でした。国 938 

保制度は受益者の問題とし、一般会計からの繰り入れは考えられないとの趣旨 939 

の答弁もされました。今後は、全国の状況をよく調べ、一般会計が全国でどの 940 

ように使われているかを調査し、受益者だけの問題という考え方からの脱皮を 941 

求めます。また、これ以上の増税が市民生活に与える影響も調査を求めます。 942 

しかし、以上をもって本会計決算を否とするものではありません。理由は、資 943 

格証明書の発行です。発行数は減少していますが、短期証明書だけで十分です。 944 

そもそも９パーセント以上の延滞税と、資産と一定額以上の収入があれば差し 945 

押さえできるわけで、窓口10割負担という二重のペナルティーを課すのはいき 946 

過ぎであり、そのために受診がおくれ、重篤化することは許されません。 947 

         認定第３号、公営住宅事業特別会計、この会計の最大唯一とも言える問題点は、 948 

築49年にもなる江南団地を、最低居住基準を満たしている住宅と認識している 949 

ことです。耐用年数を超えたブロック構造の住宅では、抜けそうになるまで床 950 

は交換されず、断熱が悪く、結露で入居者は悩んでいます。これらのことを十 951 

分に認識した行政執行を求めます。また、2017年度から指定管理に移行します 952 

が、管理者の役割と入居者の役割が入居者によくわかるような行政執行を求め 953 

ます。例として、指定管理の業務仕様書には、建てかえ前の団地の屋根雪につ 954 

いての項目はありません。入居者と指定管理者が円滑な関係で進められるよう 955 

に、細かなことも可能な限り文書化して、指定管理に移行することを求めます。 956 

         認定第４号、介護保険特別会計、第１は、高齢者の生活が厳しさを増す中で、 957 

各種減免制度の周知強化を求めます。特に生活保護基準の境界層減免は、この 958 

年度は実績がありませんが、基準を満たす方は多数潜在していると思われ、受 959 

けやすい工夫も必要です。第２は、指導監査業務がふえるとともに、市民だけ 960 

でなくサービス事業者の相談に応え、制度変化についていけない市民がサービ 961 

スを受けられないなどの不利益を受けない体制を求めます。 962 

         認定第５号、後期高齢者医療特別会計、ほとんどの手続が郵送でできるように 963 

なっていることは、高齢者に優しい行政として評価できます。この姿勢を維持 964 

することを求めます。一方、医療負担が高齢者を苦しめています。これらの相 965 

談にも力を入れること。 966 

         認定第７号、下水道事業会計、下水道事業会計の汚水関係は、料金賦課方式と 967 

して、建設事業費に対する交付税、交付金以外は全て使用料金で運営していま 968 
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す。しかし、経営内容については、公営企業法の情報公開にとどまっています。 969 

料金を支払っている市民と事業主に対する情報提供のあり方としては、実態と 970 

して余りにも不十分であり、早急なホームページの充実を求めます。滝川市の 971 

下水道料金は、道内35市で最も高いと言える状況です。道内では事業用と家事 972 

用を分けていない市が多数であること、また事業系の区別による場合でも、基 973 

本水量は少ない市も多く、次期料金改定の前に、まず不公平感の解消のため、 974 

事業用料金の見直しを求めます。今後、管渠の調査では、老朽化による大がか 975 

りな交換工事の必要性は見受けられず、個別の修理で長期的に対応できる状況 976 

であることが見え始めています。また、毎年１億円以上増加する内部留保資金 977 

の活用策として、今後、新規起債の減額も計画されています。料金値下げを含 978 

めた検討に入ることを求めます。 979 

         認定第８号、病院事業会計、2015年度は、医業収支の悪化で、長期計画では１ 980 

億円余りの内部留保があると見ていたものが、１億2,423万円のマイナスになり 981 

ました。今後、医業収支が2013年度以前の状態に、最低でも2014年度の状態に 982 

戻らなければ、内部留保資金は毎年数億円単位で減る可能性があります。マイ 983 

ナスになって、さらにマイナスがふえる可能性があります。市立病院の経営悪 984 

化は、地方の公立病院全体が直面している課題です。９月末にまとめられる新 985 

公立病院改革プランや、外部専門家を活用した経営改善でこれらの赤字が解決 986 

されるとは思えません。滝川市立病院職員の患者接遇が改善されても、人口減 987 

少と医師不足という構造的な原因が解消されない限り、病院の努力だけでの経 988 

営改善は困難と考えます。市民と地域住民の命を守る病院存続と病院イメージ 989 

の悪化を防ぐため、一般会計からの迅速な繰り入れを決断すべきときと考えま 990 

す。 991 

         以上、討論といたします。 992 

委 員 長     それでは、以上で討論を終結いたします。 993 

 討論要旨につきましては、整理して９月23日までに事務局に提出方をよろしく 994 

お願いいたします。 995 

 採決 996 

委 員 長 それでは、これより採決を行います。 997 

 さきに反対討論のありました認定第２号 平成27年度滝川市国民健康保険特別 998 

会計歳入歳出決算の認定について挙手により採決いたします。 999 

 本認定を可とすべきものと決することに賛成の方の挙手を求めます。 1000 

（挙手多数） 1001 

委 員 長 挙手多数であります。 1002 

 よって、認定第２号は可とすべきものと決しました。 1003 

 次に、残りの 1004 

 認定第３号 平成27年度滝川市公営住宅事業特別会計歳入歳出決算の認定につ 1005 

いて 1006 

 認定第４号 平成27年度滝川市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 1007 

 認定第５号 平成27年度滝川市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に 1008 

ついて 1009 

 認定第６号 平成27年度滝川市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定 1010 

について 1011 

         認定第７号 平成27年度滝川市下水道事業会計決算の認定について 1012 
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 認定第８号 平成27年度滝川市病院事業会計決算の認定について 1013 

 の６件を一括採決いたします。 1014 

 本認定をいずれも可とすべきものと決することに異議ありませんか。 1015 

（異議なしの声あり） 1016 

委 員 長 異議なしと認めます。 1017 

 よって、本認定はいずれも可とすべきものと決しました。 1018 

 お諮りいたします。委員長報告については、正副委員長にご一任願えますか。 1019 

（異議なしの声あり） 1020 

委 員 長 そのように決定させていただきます。 1021 

 以上で本委員会に付託された事件の審査は全て終了いたしました。 1022 

 挨拶 1023 

委 員 長 この場合、市長から発言の申し出がありますので、これを許したいと思います。 1024 

市  長 それでは、第２決算審査特別委員会閉会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上 1025 

げます。 1026 

         本間委員長、堀副委員長初め各委員におかれましては、本委員会に付託されま 1027 

した各会計決算につきまして精力的に審査、ご議論賜りまして、ただいまいず 1028 

れも可としてご認定をいただきましたことに心からお礼を申し上げる次第でご 1029 

ざいます。 1030 

         今後、付託された意見等を考慮しながら予算執行に当たり、健全な各会計の執 1031 

行に当たるつもりでございますので、今後ともご指導いただくことをお願い申 1032 

し上げ、本委員会閉会に当たりましてのご挨拶とします。ありがとうございま 1033 

した。 1034 

委 員 長 それでは、正副委員長の退任に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げます。 1035 

         ２日間にわたりまして、合計延べ100件程度の質疑がありまして、大変細かいも 1036 

のから大局にわたるものまで多岐にわたるものに対しまして真摯にご答弁いた 1037 

だきましたことに心から感謝を申し上げます。 1038 

         また、２日間にわたったこの委員会で行われたことが、今後の厳しくなってい 1039 

く市政運営に対しまして意義のあるものであったことを願っておりますし、ぜ 1040 

ひそのようにご利用いただきたいと思っております。 1041 

         ２日間にわたりましてご協力いただきました皆さんに心から感謝を申し上げ、 1042 

退任のご挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。 1043 

副委員長     ありがとうございました。 1044 

委 員 長     以上で第２決算審査特別委員会を閉会いたします。 1045 

閉  会 １４：４５ 1046 


